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平成26年度決算公告 

平成27年6月25日 

東京都港区西新橋三丁目24番10号 

もっとぎゅっと少額短期保険株式会社 

代表取締役社長 品田 洋 

 

 

平成26年度（平成27年3月31日現在）貸借対照表 

 

 
（単位：千円） 

科    目 金  額 科    目 金  額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 及 び 預 貯 金 1,231,072 保 険 契 約 準 備 金 806,873 

  預 貯 金 1,231,072   支 払 備 金 173,129 

有 形 固 定 資 産 6,905   責 任 準 備 金 633,743 

  建 物 3,568 代 理 店 借 26,695 

  動 産 3,336 そ の 他 負 債 82,755 

無 形 固 定 資 産 9,920   未 払 法 人 税 等 53,808 

  ソ フ ト ウ ェ ア 9,920   未 払 金 23,246 

代 理 店 貸 46,665   未 払 費 用 4,196 

そ の 他 資 産 94,811   預 り 金 1,505 

  未 収 金 85,507 退 職 給 付 引 当 金 2,284 

  前 払 費 用 643 役員退職慰労引当金 4,552 

  未 収 収 益 83 賞 与 引 当 金 4,053 

  敷 金 8,577 負 債 の 部 合 計 927,214 

繰 延 税 金 資 産 9,563 （ 純 資 産 の 部 ）  

供 託 金 71,000 資 本 金 100,000 

  資 本 剰 余 金 150,000 

  利 益 剰 余 金 292,724 

    利 益 準 備 金 40,200 

    その他利益剰余金 252,524 

      繰 越 利 益 剰 余 金 252,524 

  株 主 資 本 合 計 542,724 

  純 資 産 の 部 合 計 542,724 

資  産  の  部  合  計 1,469,939 負債及び純資産の部合計 1,469,939 
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平成26年度              損益計算書 
 
 
 

（単位：千円） 

科      目 金   額 

経 常 収 益 

   保 険 料 等 収 入 

      保 険 料 

   資 産 運 用 収 益 

      利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 

   そ の 他 経 常 収 益 

1,424,968 

1,424,468 

1,424,468 

496 

496 

2 

経 常 費 用 

   保 険 金 等 支 払 金 

      保 険 金 等 

      解 約 返 戻 金 等 

   責 任 準 備 金 等 繰 入 額 

      支 払 備 金 繰 入 額 

      責 任 準 備 金 繰 入 額 

   事 業 費 

      営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 

      税 金 

      減 価 償 却 費 

      退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 

      役員退職慰労引当金繰入額 

1,171,503 

417,901 

405,779 

12,121 

121,157 

24,515 

96,641 

632,444 

607,916 

14,238 

4,041 

1,696 

4,552 

経 常 利 益 253,464 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 及 び 住 民 税 

法 人 税 等 調 整 額 

法 人 税 等 合 計 

当 期 純 利 益 

253,464 

87,604 

4,570 

92,174 

161,289 

 

 

平成26年 4月 1日から 
 

平成27年 3月31日まで 
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個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

(2)無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によってお

ります。 

2.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、回収不能見込額を計上す

ることにしております。なお、貸倒懸念債権等については、該当事項はありません。 

(2)賞与引当金 

賞与引当金は、従業員に対する賞与の支払に充てるため、期末における支給見込額を基準に計上してお

ります。 

(3)役員退職慰労引当金 

役員の退職給付に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額により計上しております。 

(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上しております。 

3.消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

貸借対照表に関する注記 

1.有形固定資産の減価償却累計額は、14,326千円であります。 

2.関係会社に対する金銭債権債務はありません。 

3.支払備金の内訳 

普通支払備金 20,246千円 

既発生未報告損害 152,883千円 

計  173,129千円 

同上に係る出再支払備金 － 千円 

差引  173,129千円 

4.責任準備金の内訳 

普通責任準備金 430,587千円 

異常危険準備金 203,156千円 

計  633,743千円 

同上に係る出再責任準備金 － 千円 

差引 633,743千円 

その他の責任準備金 － 千円 

合計 633,743千円 

 

損益計算書に関する注記 

1.関係会社との営業取引による取引高の総額は、6,048千円であります。 

2.主な収益及び費用に関する内訳 

(1)正味収入保険料 

保険料 1,424,468千円 

再保険返戻金 － 千円 

計  1,424,468千円 

再保険料 － 千円 

解約返戻金等 12,121千円 

差引  1,412,346千円 

(2)正味支払保険金 

保険金等 405,779千円 

回収再保険金 － 千円 

差引 405,779千円 
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(3)支払備金繰入額（△は戻入額） 

普通支払備金繰入額 8,432千円 

既発生未報告損害繰入額 16,083千円 

計  24,515千円 

同上に係る出再支払備金繰入額 － 千円 

差引   24,515千円 

(4)責任準備金繰入額（△は戻入額） 

普通責任準備金繰入額 54,263千円 

異常危険準備金繰入額 42,378千円 

計  96,641千円 

同上に係る出再責任準備金繰入額 － 千円 

差引  96,641千円 

その他の責任準備金繰入額 － 千円 

合計  96,641千円 

(5)利息及び配当金収入の資産源泉別内訳 

預貯金利息 496千円 

合計 496千円 
 

税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

支払備金繰入限度超過額 6,093千円 

責任準備金繰入限度超過額 58,610千円 

賞与引当金 1,169千円 

役員退職慰労引当金 1,313千円 

その他 1,454千円 

繰延税金資産小計 68,640千円 

評価性引当金 △ 59,077千円 

繰延税金資産合計 9,563千円 

 

 

金融商品に関する注記 

1.金融商品の状況に関する事項 

資産運用については保険業法第272条の12に基づき、財務の健全性の確保の観点から預金及び国債等の安全

資産に限定した運用を行う方針であります。 

運用管理体制については内部規定に従って取引を行い、財務経理部において記帳及び取引先との残高照合を

行っております。 

2.金融商品の時価等に関する事項 

平成27年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金 1,231,072 1,231,072 － 

現金及び預貯金  時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額      27,136円24銭 

１株当たり当期純利益金額   8,064円48銭 


